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  都道府県 

各 指定都市 社会福祉法人担当課（室）御中  

  中 核 市 

 

                     厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

 

 

「社会福祉法人の認可について」の別紙「社会福祉法人審査要領」の「第３ 法人の組織

運営」に係る運用上の留意事項ついて 

 

 

社会福祉法人に対する指導監督につきましては、平素より格段のご配慮を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）に基づく措置として、

成年被後見人及び被保佐人（成年被後見人等）の人権が尊重され、成年被後見人等である

ことを理由に不当に差別されないよう、成年被後見人等を資格・職種・業務等から一律に

排除する規定等（欠格条項）を設けている各制度について、心身の故障等の状況を個別的、

実質的に審査し、各制度ごとに必要な能力の有無を判断する規定（個別審査規定）へと適

正化すること等が求められております。 

これを踏まえ、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法

律の整備に関する法律（令和元年法律第 37 号）による改正後の社会福祉法及び成年被後見

人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の施行

に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令（令和元年厚生労働省令第 46 号）による

改正後の社会福祉法施行規則の施行されることに伴い、今般、「社会福祉法人の認可につい

て」（平成 12 年 12 月１日付け厚生省大臣官房障害保健福祉部企画課長、社会・援護局企画

課長、老人保健福祉局計画課長、児童家庭局企画課長連名通知）の別紙「社会福祉法人審

査要領」の「第３ 法人の組織運営」を改正し、「精神の機能の障害により職務を適正に執

行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者」の例示

として、「法人の財産を管理・処分できない程度に判断能力等が欠けている者」が該当する

旨をお示ししたところです。 

つきましては、当該事務の取扱いについての Q＆Aを別紙のとおりまとめましたので、お

示しいたします。 

都道府県におかれましては、貴管内の市（指定都市、中核市を除き、特別区を含む）に

対して本事務連絡の周知についてご協力いただきますようお願い申し上げます。 

 

 

 



（別紙）「社会福祉法人審査要領」の「第３ 法人の組織運営」に係る Q&A 

 

 問 「精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び

意思疎通を適切に行うことができない者」かどうかについてはどのように確認すれば

よいか。 

  

答 誓約書等により候補者本人にこれらの者に該当しないことの確認を行う方法で差し

支えないが、必要に応じて法人の判断により医師の診断書等により確認することが考

えられる。なお、成年被後見人又は被保佐人であることのみをもって当該欠格事由に

当たるとすることはできないことに留意が必要である。 

  

 


